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〔要　　　旨〕

1　漁業・漁村は，東日本大震災と「平成の開国」問題という二つの大きな危機に直面して
いる。TPPは，漁業のあり方を変えてしまうという認識が必要である。さらに，WTO交渉
においては，漁業補助金規律が問題になっており，内容によっては漁業・漁村の将来展望
が描けなくなる懸念がある。

2　規制・制度改革は，市場原理に委ねる規制の撤廃を志向するものであるが，漁業分野に
ついては，水産資源管理を優先順位の高い課題と位置付け，規制強化を特徴としている。
これには，国際海洋法条約や国際生物多様性条約等による国際的な資源保護の影響があ
る。

3　日本の漁業は，零細な漁家を中心に撤退を余儀なくされたが，持続可能性の確保がポイ
ントとなる。遠洋漁業や沖合漁業では，資源状況に応じた漁業構造への転換が不可避であ
る。沿岸域では，持続的な水産資源利用を支える漁業権の役割や資源管理型漁業，海面養
殖業の展開が一層重要になる。

4　持続可能な漁業の実践には，所得補償制度や経営所得安定対策が不可欠である。2011年
度から資源管理・漁業所得補償制度がスタートし，安定的な制度としての第一歩を踏み出
した。遠洋漁業や沖合漁業には，経営健全化対策や政策金融など総合的な対策が必要であ
る。

5　東日本大震災では，被災地の多くの漁村が壊滅的被害を受け，尊い命が失われた。漁村
は，地震・津波等の災害に弱く，今後，全国の漁村で防災対策が焦点になる。また，漁村
においては，消防や治安，救援や救助，民生支援等を含めて集落の役割が大きく，集落の
共同活動に対する支援策について抜本的な拡充が望まれる。

6　漁業・漁村の再生に向けて，持続可能な漁業と安全・安心な漁村づくりが大きなテーマ
になる。漁業は，行き過ぎた市場原理主義にはなじまないものであり，むしろ持続可能な
水産資源の利用や地域社会の維持に重点を置くべきである。さらに，漁村の安全・安心を
支えるのは，人々の絆を大切にする組織であり，集落や協同組合の役割が一層重要になる。

持続可能な漁業と安全・安心な漁村づくり
─ 漁業・漁村の危機と再生への視点 ─
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志向するものであるが，漁業について適合

的かという課題がある。TPPに端を発する

「平成の開国」問題は，漁業の将来方向を

問う課題であるが，政府は，いまだに交渉

推進の姿勢を崩していない。

このため，本稿では，国際交渉や国内改

革の動向を踏まえた持続可能な漁業と，震

災を契機とした安全・安心な漁村づくりと

いう視点から漁業・漁村の将来方向につい

て考えてみたい。

1　漁業における経済
　　連携交渉問題　　

政府は，2010年11月に包括的経済連携に

関する基本方針を閣議決定した。基本方針

の趣旨は，世界の潮流から見て遜色のない

高いレベルの経済連携を進め，競争力強化

等による抜本的な国内改革を推進するとい

うものである。

はじめに

漁業・漁村は，東日本大震災と「平成の

開国」問題という，二つの大きな危機に直

面している。震災で被災した地域では，漁

村のインフラをはじめ，漁船や養殖施設，

水産関連施設や後背地を含め，壊滅的な被

害を受けた。被災者は，震災で家族の尊い

生命を失い，家屋や漁船，家財を失った。

不安な避難生活から，いつ解放されるかも

わからない。震災からの復興は，最優先で

取り組まなければならない課題である。震

災復興は，前途多難な道のりであるが，国

民各層から支援の輪が広がっているのは，

一縷の光明といえる。

一方，TPP（環太平洋連携協定）への交

渉参加問題については，６月判断を延期す

る見通しであるとはいえ，国論を二分する

議論がある。TPPやWTOは，自由貿易を

前提とし，市場原理に基づく規制の撤廃を
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地がほとんどない交渉といえる
（注1）
。その意味

で，TPPは，漁業のあり方を変えてしまう

ものであるという認識が必要である。

ｂ　水産資源への悪影響

世界の人口は，2010年に69億人に達し，

45年には90億人を突破すると推計されてい

る。さらに，途上国の所得の向上等により，

水産物需要はますます高まっており，需要

に対し供給が不足する状況にある。ちなみ

に水産庁は，15年における世界の水産物需

給について，供給量が11百万トン不足する

と予測しており，世界的に水産物の乱獲が

進む構造になっている。こうした傾向は，

アジア地域で先行しており，途上国におけ

る輸出を目的とした漁業は水産資源環境を

急速に悪化させているという状況がある。

無秩序な関税の撤廃は乱獲を加速化し，

水産資源の枯渇化を招くとともに，IUU（違

法、無報告、無規制）漁業の温床にもなり

かねない。さらに富める国が，水産物を独

占することになり，分配の不公平を拡大す

ることにもなる。

ｃ　漁業・漁村への打撃

TPP交渉参加国には，ペルー，チ

リ，米国など主要な漁業国が含まれ

ており，これら諸国の漁業生産は，

世界の約25％を占めている。農林水

産省は，輸入割当がなくなり，関税

が撤廃された場合の直接的影響につ

いて試算している。この中で，水産

物で影響が大きいのは，サケ・マス

（1）　TPP問題

TPPについては，基本方針で「情報収集

を進めながら対応していく必要があり，国

内の環境整備を早急に進めるとともに，関

係国との協議を開始する」としており，規

制・制度改革と国内対策の検討を先行して

進めることになっている。

ａ　TPPの性格

TPPは，米国のアジア戦略という色彩の

強い経済連携協定である。米国は，ASEAN３，

ASEAN６に入っておらず，成長を続ける

アジアを自国経済に取り込む必要があるた

めである。TPPにおける交渉の範囲は広範

におよび，漁業問題に関し，具体的交渉内

容は，いまだ明らかになっていない。しか

し，交渉参加国である米国（第１表），ニュ

ージーランド，オーストラリアは，漁業に

ついて日本とは異なった考え方をとる諸国

である。

さらに，TPPは，EPA（経済連携協定）や

FTA（自由貿易協定）といった二国間交渉

と異なり，漁業分野について個別交渉の余

WTO漁業補助金規律
国連海洋法条約
国連生物多様性条約
ワシントン条約
国際捕鯨委員会
海洋保護区
IUU漁業規制
公海漁業規制
水産資源の所有権

漁業補助金原則禁止
未批准
生態系重視
クロマグロ適用
モラトリアム継続
聖域
輸入禁止
無規制海域漁業禁止
公共資産

米国

資料　筆者作成

第1表　漁業分野における日米の相違

日本
過剰漁獲の限定禁止
96年批准
漁業との共存
クロマグロ除外
捕鯨再開
漁獲制限
事前確認制
地域漁業管理機関
無主物
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続けられており，漁業・漁村の再生を脅か

す内容を含んでいる。

ａ　漁業補助金規律の交渉

漁業補助金規律に関する議論は，ドーハ

ラウンドの立ち上げとともに，各国の主張

が激しく対立した。漁業補助金規律につい

ては，漁業補助金の原則禁止を主張するグ

ループ，過剰漁獲につながる補助金に限定

して禁止すべきとするグループ，途上国の

漁業発展を妨げないよう要求するグループ

がある。漁業補助金の原則禁止を主張する

代表は，米国，ニュージーランド，オース

トラリアなどの諸国であり，TPP問題とも

重なるものがある（第１図）。これに対し，

限定した禁止を主張する代表は，日本，韓

国，台湾，EU，カナダなどである。途上

国への配慮を要求するグループは，中国，

インド，インドネシアなどである。

05年12月に第６回WTO閣僚会合が香港

で開催され，補助金規律の性格や範囲を確

類，ノリ，カツオ・マグロ類，ホタテなど

である。関税率10％以上で生産額が10億円

以上の13品目への影響は，4,200億円と試算

されている。

しかし，これは，生産減少という極めて

限定的な試算であり，地域の雇用や就業機

会等を含めた間接的影響は計り知れないも

のがある。漁業への打撃は，地域経済にも

深刻な影響を及ぼし，漁村の衰退を加速す

る懸念がある。
（注 1） 既に発効しているEPA交渉においては，水
産IQ品目について関税撤廃から除外している。

（2）　WTO漁業補助金規律問題

TPPにも増して脅威なのは，WTO交渉

の動向である。WTOにおける交渉は，01

年11月にカタールのドーハで開催された第

４回閣僚会合によって，ドーハ開発アジェ

ンダ交渉が立ち上がった。WTO交渉にお

いて，漁業分野で問題になっているのは，

漁業補助金規律である
（注2）
。WTO交渉は，11

年中の交渉妥結をめざし，精力的に交渉が

第1図　WHO漁業補助金規律とTPP参加国との連関

資料　水産庁「WTOの漁業補助金の規律に関する議論」等から筆者作成

過剰漁獲につながる
補助金に限定して禁止漁業補助金の原則禁止

アイスランド
日本
韓国
台湾

途上国への配慮
ブラジル
アルゼンチン
エクアドル

中国
インド
インドネシア

EU
カナダ
ノルウェー

TPP参加国

米国
オーストラリア
ニュージーランド

チリ
ペルー

シンガポール
ブルネイ
ベトナム
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2　規制・制度改革と
　　漁業分野の特徴　

政府は，高いレベルの経済連携と漁業・

漁村の振興の両立をはかる策として，規

制・制度改革を通じた漁業の再生を想定し

ている。このために「食と農林水産業の再

生支援本部」を設置し，６月を目途に基本

方針を決定し，抜本的な国内対策を検討す

るとしている。

（1）　規制・制度改革の方向

ａ　漁業と規制・制度改革

規制・制度改革分科会は，現在，行政刷

新会議のもとに設置されているが，その前

身組織は，総合規制改革会議や民間開放会

議である。官邸主導で規制改革を行い，市

場原理に基づく構造改革や競争力強化を特

徴としている。規制・制度改革の答申につ

いても，規制改革会議で検討されてきた内

容がベースになっている（第２図）。規制改

革会議の第２次答申（07年12月）および第

３次答申（08年12月）において，漁業分野に

対する包括的な改革提言が行われてきた
（注3）
。

規制・制度改革の答申は，全体として

「規制の撤廃」をめざすという考え方がベ

ースになっている。しかし漁業分野につい

ては，07年12月に出された規制改革会議第

２次答申から一貫して，資源管理を優先順

位の高い課題と位置付け，資源の回復が不

可欠としている。これは，漁業に極めて特

徴的な点で，市場原理に委ねる「規制の撤

立させる作業を早急に進めることが確認さ

れた。これを受けてブラジル，ニュージー

ランド，日本・韓国・台湾のグループ，EU，

アルゼンチン，ノルウェー，米国，インド

ネシア等から条約案が提出された。各国の

条約案をもとに，07年11月に議長テキスト

（条文案）が提示され，加盟国は条文案ベー

スでの作業を求められることになった。

ｂ　条文案における漁業補助金禁止の内容

条文案では，第１条で特定の漁業補助金

の禁止をうたっており，次のような補助金

が禁止の対象となっている。

ａ）漁船の建造等に関する補助金

ｂ）漁船の第三国への移転に関する補助金

ｃ）漁船の操業経費に関する補助金

ｄ）漁獲に関するインフラ，港湾施設（水揚

げ施設，貯蔵施設，加工施設等）に関する補

助金

ｅ）漁業に従事している自然人，法人への所

得支援

ｆ）漁獲物への価格支持

ｇ）他国に管轄権のある漁業へのアクセス権，

移転への補助金

ｈ）IUU漁業に従事する漁船に関する補助金

問題は，漁業分野における補助金規律に

関する交渉が，他の分野に突出して具体的

レベルで行われている点である。仮に，交

渉が妥結すれば，わが国の水産基本法の枠

組みが成り立たなくなるとともに，漁業・

漁村の将来展望が描けなくなる懸念がある。
（注 2） WTO漁業補助金規律問題については，八
木信行氏が早くから指摘しており，経緯や背景
について，八木（2009）などが参考になる。

ここに掲載されているあらゆる内容の無断転載・複製を禁じます。

http://www.nochuri.co.jp/



農林金融2011・6
33 - 349

聴すべき点である。
（注 3） 漁業分野への改革提言は，総合規
制改革会議や規制改革・民間開放会議の
答申では行われておらず，日本経済調査
協議会に設置された水産業改革高木委員
会による「緊急提言」（07年 2月）およ
び「魚食をまもる水産業の戦略的な抜本
改革を急げ」（07年 7月）が契機になっ
ている。

（注 4） 4月 8日に閣議決定された「規制・
制度改革に係る方針」では，上記水産 4

項目は，未調整事項として同方針から除
外されている。

（2）　水産資源管理重視の背景

規制・制度改革会議が，基本的理念とい

える規制撤廃と矛盾してまで資源管理の強

化を重視する背景には，国際的な水産資源

保護の動向がある。

ａ　国連海洋法条約の影響

第１点は，国連海洋法条約の影響である。

これによって，沿岸国は，200カイリ排他

的経済水域内における漁業資源の保護につ

いて，国際的義務を負うことになった。

日本も96年に国連海洋法条約を批准し

200カイリ体制に移行した。これに伴い，

200カイリ排他的経済水域の水産資源につ

いて適切な保存，管理措置を行うよう義務

付けられ，水産資源管理に関する枠組み形

成が進められた
（注5）
。

97年には，「海洋生物資源の保存及び管

理に関する法律」（「資源管理法」）等の関連

法が施行され，漁獲可能量（TAC）に基づ

く漁業管理を行うようになり，持続可能な

漁業の確立に向けた政策へ踏み出している。

廃」のみではなく，一方において統制と調

整による「規制の強化」を重視する考え方

にたつものである。

ｂ　漁業の再生と資源管理

規制・制度改革分科会の中間とりまとめ

では，水産資源の状態が極めて悪化してい

るという基本認識にたっている。その上で

水産業の再生には，水産資源の適切な保存

と管理が，漁業経営の安定化と持続性の確

保につながるという考え方をとっている。

中間とりまとめでは，①漁業法，水協法の

近代法への改正，②資源管理法（TAC法）

の改正，③漁協経営の透明化，④養殖許可

制度の近代化を提言している。

規制・制度改革の具体的内容について問

題も多い
（注4）
が，水産資源を持続的に利用する

システムに優先順位を置き，漁業経営の安

定化と持続性を確保するという考え方は傾

第2図　規制・制度改革の答申の流れ

2001年12月 第1次答申 ×
2002年12月 第2次答申 ×
2003年12月 第3次答申 ×

漁業分野
への提言総合規制改革会議

2004年12月 第1次答申 ×
2005年03月 第1次答申（追加） △
2005年12月 第2次答申 ×
2006年12月 第3次答申 ×

規制改革・民間開放会議

2007年05月 第1次答申 ×
2007年12月 第2次答申 ○
2008年12月 第3次答申 ○

規制改革会議
緊急提言 ’2007年02月
提言　　 ’2007年07月
　　　反映

日本経済調査協議会

 第1回～7回 ×
2011年01月 第8回 ○

ワーキンググループ

規制・制度改革分科会

資料　各会議等のホームページから筆者作成
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（1）　資源状況に応じた構造転換

ａ　生産構造と漁業就業構造

日本は，戦後，沿岸から沖合，沖合から

遠洋へと漁業を展開し，有数の漁業国への

道を歩んだ。しかし，次第に他国の漁場か

ら締め出されるようになり，200カイリ排

他的経済水域の設定で，海外漁場を失うと

いう経過を経た。

漁業生産は，ピーク時には，1,282万トン

（84年）にまで達したが，200カイリ体制へ

の移行や水産資源の減少等の影響によって，

559万トン（08年）にまで減少している。漁船

漁業においては，漁業許可を取得できる漁船

が年々減少し，新船の建造許可も大幅に抑

え（第３図），生産構造の転換を図ってきた。

漁業の生産構造の転換に対応し，漁業経

営体数も，ピーク時対比54％減の115千経

営体（08年）にまで減少している。また，

漁業就業者数も53年の79万人をピークに漸

減し，08年には22万人にまで減少した。漁

業就業者は高齢者が担うようになってお

り，65歳以上の割合は34％（08年）に達し

ている。

ｂ　国連生物多様性条約の影響

第２点は，国連生物多様性条約の影響で

ある。国連生物多様性条約は，生物多様性

の保全と持続可能な利用を目的とする条約

である。92年に施行され，日本は93年に批

准した。95年に最初の生物多様性国家戦略

を策定し，数次の改正を行っている。

10年に日本が議長国となり，名古屋で

COP10（生物多様性条約第10回締結国会議）

が開催された。ここでは，海洋保護区のあ

り方が主要な議題の一つとなった。オース

トラリア，カナダ，ニュージーランドなど，

海洋の生態系を重視する諸国では，海洋保

護区に関する規範形成が進んでおり，国際

標準化が進展している。COP10でも海洋保

護区の目標値設定が大きな論点となり，20

年までに沿岸および海域の10％を保護区と

する愛知ターゲットを採択した。

こうした国際条約を通じて漁業に重大な

影響を及ぼす事項が決定されるようになっ

ており，これに対応する新たな枠組みの構

築が必要になっている。
（注 5） さらに海洋政策の展開という流れがあり，

07年に海洋基本法が施行され，総合海洋政策本
部も発足している。

3　持続可能な漁業への転換

持続可能な漁業に向けて，現実にどのよ

うに適応していくかという課題がある。こ

れには，市場原理による淘汰ではなく，水

産資源状況に応じた持続可能性の確保とい

うことがポイントになる。

第3図　漁船建造許可の隻数および
 総トン数の推移

資料　水産社『水産年鑑』から筆者作成
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さらに，マグロ漁業では，資源管理規制

が一層厳しくなる中，99年の国際協調減船

をはじめ，直近では08年に国際漁業再編対

策に基づく減船を実施している。遠洋漁業

は，漁業資源に対する厳しい規制管理のも

とで，資源状況に応じた構造転換を進めて

きた漁業といえる。

ｂ　沖合漁業の漁獲規制

沖合漁業は，マイワシやマサバなど多獲

性魚類の資源変動も大きく，資源の制約が

厳しい漁業である。200カイリ排他的経済

水域への移行に伴い，97年に資源管理法が

施行され，漁獲可能量規制（TAC）が導入

されている。現在，特に重要な７魚種がTAC

規制のもとにおかれている（第４図）。さら

に，01年には，水産基本法の創設にあわせ

て漁獲努力量規制（TAE）が導入され，沖

合漁業は資源管理のもとに運営されている。

問題は，諸外国においても，TAC規制

が資源保護に必ずしも有効に機能していな

い状況にあることで，規制・制度改革の答

申でも，厳しく指摘されてきた
（注6）
。TAC対

象魚種でも，19系群のうち８系群の資源状

ｂ　漁業の持続可能性の確保

日本の周辺水域における資源水準は，資

源評価の対象52魚種84系群のうち37系群が

低位にある（09年度）とされ，その割合は

４割を超える。現行の水産基本計画では，

2017年度の食用魚介類の生産目標を495万

トンと設定している。現在の漁獲量と比較

しても64万トンも減少すると予想されてい

る。また，漁業経営体においても，沿岸域

における漁船漁業と海面養殖業全体で77千

経営体に減少すると見込まれており，さら

に漁業が縮小する懸念がある。

日本の漁業政策は，1963年に制定された

沿岸漁業等振興法の趣旨に沿って，他産業

と漁業従事者の所得格差の是正を大きな柱

としてきた。しかし，零細な漁家を中心に

撤退を余議なくされ，漁業就業者の減少に

歯止めがかからない。このままでは，漁業

そのものの存続が脅かされる状況にあり，

漁業の持続可能性の確保ということがポイ

ントとなる。

（2）　遠洋漁業，沖合漁業の適応

ａ　遠洋漁業の構造改革

遠洋漁業は，公海や他国の漁業規制が

年々強化される中，外国漁船との競合もあ

って減船を実施してきた。例えば，ソ連に

よる200カイリ漁業専管水域の設定に伴い，

77年には北洋漁業船1,025隻が減船となり，

乗組員のうち推定２万人が離職を余議なく

され，社会問題にもなった。また上場漁労

会社は，漁労部門を大幅に縮小し，水産物

輸入商社，食品加工会社へと転換している。

第4図　主なTAC対象魚種の漁獲量の推移

資料　農林水産省『漁業・養殖業生産統計年報』から筆者作成
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いては，公的規制を伴う資源回復計画があ

る。これは，減船・休漁を含む漁獲努力量

の削減，種苗放流等による資源の積極的培

養，藻場・干潟の造成等による漁場環境の

保全等の総合的な対策である。資源回復計

画は，漁業者や国・都道府県，行政機関が

一体となって計画的に資源回復をはかる取

組みである。

また，稚魚の放流等を通じて，資源の増

殖をはかる栽培漁業についても，沿岸域に

おける展開が期待されている。栽培漁業

は，農林水産大臣が基本方針を策定し，都

道府県が目標となる栽培基本計画をつく

り，種苗放流等を実施するものである。栽

培漁業と海面養殖による「つくり育てる漁

業」の生産割合は，海面漁業の生産量の３

割を占めるまでになっている。

ｃ　持続的な養殖生産の確保

海面養殖業は，生産量115万トン，金額

4,178億円（08年）で，生産量で２割，金額

で３割のウェイトを占める。しかし，赤潮

の発生などで大きな被害が頻発するなど，

漁場環境の悪化が生産の大きな制約要因に

なっている。

このため，99年に持続的養殖生産確保法

が制定され，特定区画漁業権を管理する漁

協等が漁場改善計画を策定し，持続的な養

殖生産を進めている。漁場改善計画は，農

林水産大臣が定める基本方針に基づき，都

道府県知事が認定しており，養殖漁場の自

主的な改善を促すものである。例えば，魚

類養殖については，漁場改善計画が策定さ

況が低位にあり，沖合漁業での資源管理が

最も課題といえる。
（注 6） TAC規制の有効性については，日本経済調
査協議会の提言以降，規制改革会議の答申でも，
毎回取り上げられてきた。

（3）　沿岸漁業，海面養殖業の適応

ａ　漁業権制度の意義

漁業権は1910年の明治漁業法の制定によ

り法制化されたが，沿岸域の漁民は地先で

漁業を営む権利を代々有していた。江戸時

代には「磯猟は地附根附次第也，沖は入会」

とされ，前浜の漁場は地先の漁民の排他的

利用を認め，沖合は漁村に住む漁民の入会

とする利用関係が一般化した。

沿岸域の共同漁業権は漁民の協同組織で

ある漁業協同組合が管理し，漁場の利用や

漁業秩序の維持を通じて漁業資源の減少を

抑止してきた。漁業権は，漁村における水産

資源管理や漁場環境保全に重要な役割を果

たし，持続的な水産資源の利用を支える機

能を果たしている
（注7）
。漁業権制度の今日的意

義は大きいものがあり，今後の資源管理型

漁業や栽培漁業，持続的な養殖生産等の展

開に向けて，重要な役割が期待されている。

ｂ　資源管理型漁業等の役割

資源管理型漁業は，沿岸漁業を中心に漁

業者の合意によって，禁漁期や禁漁区を設

定し，漁具・漁法を制限するなど漁獲努力

量を制限し，水産資源の持続的利用をはか

る取組みである。全国漁協大会で提唱さ

れ，漁協系統を中心に取り組まれている
（注8）
。

さらに，資源回復が特に必要な魚種につ
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ａ　資源管理・収入安定対策

漁業所得補償における資源管理・収入安

定対策は，漁業共済と「積立ぷらす」とい

う手法を使っている点に特色がある。漁業

共済と「積立ぷらす」は，漁業の収入面の

変動を補てんする対策で，経営安定機能を

有している。

漁業共済の中でも，漁船漁業を対象とす

る漁獲共済と貝類・藻類養殖業を対象とす

る特定養殖共済が収穫高保険方式をとって

いる。これは，契約期間中の生産金額が過

去の生産実績を基準とした補償水準に達し

ない場合に，減収分の一定割合を補償する

仕組みである。「積立ぷらす」は，07年の

水産基本計画において，担い手の経営所得

安定対策として検討された経緯があり，漁

業の担い手対策としての意味合いが大きい。

しかし，漁業共済加入者には地域的，魚

種的な偏りがあり，セーフティーネットと

しては十分機能していない面がある。特に

加入区の３分の２以上の同意で全員が加入

れた養殖場での生産が９割弱を占めるよう

になっており，貝類，海藻類でも割合を高

めている。

また，海面養殖業に従事する漁業者は，

主業的漁家が多く，持続可能な漁業の展開

や漁村の維持においても中核的役割が期待

されている。
（注 7） JF全漁連（2007）所収の論考は，漁業権制
度の意義について論述している。

（注 8） 清水（1990）では，資源管理型漁業と協同
組合の関係性について，具体的事例を通じて論
じている。

4　持続可能な漁業と　
　　セーフティーネット

持続可能な漁業の実践には，漁獲の減少

等により漁業者に負担が重くのしかかるこ

とになる。このため，セーフティーネット

の構築とセットで考えなくてはならない。

しかも，漁業をめぐる制約要因は年々厳し

くなっており，中途半端な対策で解決でき

る課題ではない。

（1）　漁業における経営所得安定対策

漁業者が，将来にわたって持続的に漁業

経営を維持できる環境を整備することが不

可欠である。農林水産省は，11年１月に資

源管理・漁業所得補償対策大綱を決定し，

「資源管理・収入安定対策」と「コスト対

策」からなる総合的な所得補償対策をスタ

ートさせた。

第１号漁業

第2号漁業
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80.0
75.0
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10トン未満
10～20
20～50
小型定置
大型定置

義務加入規模
【漁獲共済】

資料　水産庁「資源管理・漁業所得補償対策（各論編）」

第2表　漁業共済の国庫補助率

単独加入
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わかめ・こんぶ
真珠母貝
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少なくない。このため，きめ細かな対策を

実施するとともに，経営健全化策につい

て，抜本的な対策が必要となっている。特

に，資源状況の悪化により減船や休漁，雇

用対策等を伴う場合，金融やとも補償支援

等も含めた総合的対策が不可欠である。

遠洋漁業，沖合漁業の経営体は，借入金

等の負債が多いのも特徴である（第３表）。

漁獲の不安定性もあって，一般金融の常識

では対応できない面があり，金融円滑化の

観点からも政策金融の充実が必要である。

また，担保となる資産として，漁船という

特殊な資産しかない経営体も多く，遠洋漁

業や沖合漁業を対象とした信用保証制度の

充実も重要な課題である。

ｂ　漁業補助金規律との関係

WTO交渉における漁業補助金規律につ

いて，少なくとも過剰漁獲につながる補助

金は削減の方向にある。遠洋漁業や沖合漁

業に対する対策は，漁業補助金規律に抵触

しないと掛け金メリットがで

ない（第２表）という事情もあ

り，加入が進まないという状

況もあった。漁業所得補償制

度を安定的な制度として確立

すると同時に，制度としての

抜本的な拡充が不可欠である。

ｂ　コスト対策の拡充

コスト対策は，漁業経営に

おけるコスト面の対策を強化

しようとするもので，「漁業

経営セーフティーネット構築事業」（10年

度から実施）を基礎にしている。漁業経営

セーフティーネット構築事業では，現在，

燃油対策と養殖用配合飼料の価格安定対策

が対象である。燃油対策については，漁業

者の要望が強いものがある。また，魚粉の

高騰や魚価の低迷で，魚類養殖の経営が厳

しい現状にあり，養殖用配合飼料の価格安

定対策が講じられている。

しかし，いずれの対策も水産予算の制約

があり，加入が限られるという状況がある
（注9）
。

コスト対策の拡充には，財源の拡充が前提

となるが，魚種や漁業，養殖業の特色に応

じたきめ細かな対応も必要である。
（注 9） 10年度の契約実績は，全体で3,463件，874

百万円にとどまっている。

（2）　遠洋漁業，沖合漁業の対策

ａ　経営健全化対策と政策金融の充実

遠洋漁業や沖合漁業では，公海規制の強

化や資源管理の強化に伴い，債務超過に陥

り，経営状況の悪化が懸念される経営体も

沖合底引き網漁業

船曳網漁業
大中型まき網漁業

中小型まき網漁業

まぐろはえ縄漁業
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いか釣漁業

50～100トン
100～200
200～500

20～50トン
500トン以上
20～50トン
50～100
100～200

200～500トン
500以上
100～200トン
500以上
100～200トン

18,117
134,057
159,710
50,650

900,532
3,767

46,714
28,593

246,117
624,721
24,497

673,041
18,472

短期借入金規模漁業種類
97,492

162,219
80,636
55,032

1,724,673
47,244
112,896
113,608
39,393

228,509
157,312
363,909
35,362

長期借入金
14,825
△95,943
△11,664
△29,278
△477,675
△21,886
△3,703
△22,349
△146,265
△30,267
△13,210
185,594
10,623

純資産

第3表　遠洋漁業，沖合漁業の経営体平均負債・純資産の状況（08年度）

資料　農林水産省『漁業経営調査報告』から筆者作成

（単位　千円）
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比較的進んだ事例
（注11）
である。

ａ　住民の生活再建

北海道南西沖地震では，地震直後に発生

した大津波が奥尻島を直撃した。津波の最

高到達点は29mに達し，漁村地域は壊滅的

な状況になった。地震による被害は，死

者・行方不明者が229名に達し，住宅や事

務所等が倒壊し，道路や崖も崩壊した。奥

尻町では，全壊437戸，半壊88戸を含め，

1,410戸が住家被害を受けた。災害救助法に

基づき，避難所が町内に17か所設置され，

利用者は延べ22,367人に及んだ。

被災地の復旧では，がれきの撤去や応急

仮設住宅の建設など，被災者の生活支援や

災害復旧の緊急措置が最優先に実施され

た。しかし，被害が甚大で広範囲にわたっ

ていたため，災害復旧事業だけでは，住民

の生活再建は望みえない状況であった。被

災地域では，漁業が地域の基幹産業として

住民の生計を支えてきた。被災者には，漁

業関係者が多数を占め，漁業の復興が，住

民の生活再建に欠かせない課題であった。

このため，北海道が主導して，漁業を再開

するための「緊急対策」（第４表）を実施し

ている。

ｂ　漁業の復興

奥尻町では，多くの漁業関係者が犠牲に

なり，漁業者の財産である漁船や漁具がほ

とんど失われた。漁船被害では，漁船の沈

没・流失が421隻，破損が170隻で，全道被

害の６割強に達した。漁船保険の支払い

してしまうものが多い。

効率的漁業は，過剰漁獲につながり，資

源保護の潮流に逆行する。現代の漁業は，

魚群探知機などの装備の向上や漁具の進歩

により，効率の高い漁獲を実現できるよう

になっている。むしろ漁船の能力を制限し

なければ過剰漁獲が進行してしまう。効率

的な漁業にするために，漁船の設備や装備

に補助を行う施策は大きな見直しに直面し

ている。

遠洋漁業や沖合漁業では漁船の老朽化が

進んでいるが，既に経営状況が厳しく代船

建造がむずかしい状況もある。こうした背

景を踏まえ，過剰漁獲を誘発しない漁業対

策について構想していく必要がある。

5　安全・安心な漁村づくり

東日本大震災では，被災地の多くの漁村

が壊滅的被害を受け，尊い命が失われた。

このような惨状が再び繰り返されることの

ないよう，震災対策と安全・安心な漁村づ

くりに全力をあげなければならない。

（1）　被災地の漁村の再生

今回の震災では，漁船や漁港，水産施設

等の直接的な被害額だけでも１兆円を超え

るとみられる
（注10）
。これまでも，漁村は，たび

重なる地震や津波による震災被害を受けて

きた。しかし，震災復興の枠組みは十分と

はいえなかった。その中で，93年７月に奥

尻島沖で発生した北海道南西沖地震におけ

る復興対策は，漁業の復興と漁村の再生が
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45施設の復旧を果たした。

奥尻町の漁業復興の場合，中・長期対策

として漁協再建対策，漁業振興対策，新し

い漁村づくり対策を柱とする特別振興対策

を実施している。これには，義援金による

災害復興基金の支援事業が果たした役割が

大きい。また壊滅的被害を受けた青苗地区

や稲穂地区などでは，水産庁の漁業集落環

境整備事業等を活用した漁村の再生も実施

された。奥尻町では，震災から５年後の98

年３月に完全復興宣言を行っている。今回

の東日本大震災では，漁村地域がかつてな

い被害を受けており，奥尻町における復興

対策も踏まえ，漁業の復興と漁村再生の新

は，仮払いを含め早期に実施されたが，全

損での平均支払額は118万円，分損で48万

円であり，漁船の再取得価額には遠く及ば

ない水準であった。奥尻町では，漁船被害

の95％が５トン未満の小型漁船であったた

め，激甚災害法に基づく「共同利用小型漁

船建造事業」の地域指定を受け，操業に必

要な漁船258隻を再建した。

また，漁協の荷捌施設や冷凍・冷蔵施設

など共同利用施設も壊滅的被害（49施設）

を受け，漁業を支える基盤が失われた。共

同利用施設の復興には，水産施設災害復旧

事業による復旧（26施設）を主体に，沿岸

漁業構造改善事業（18施設）等を活用して

共同利用小型漁船災害復旧対策事業

共同利用小型漁船災害復旧対策貸付金
漁業施設地震災害対策特別資金利子補給金

天災資金

水産施設災害復旧事業

沿岸漁業構造改善事業
浅海域漁業資源影響調査

浅海域資源増大特別対策事業

沿岸漁場整備開発施設災害復旧事業
沿整災害復旧対策調査事業
漁港関係公共土木施設災害復旧事業

漁港・船揚場整備事業費

漁港海岸維持補修費
漁港海岸保全特別対策事業費
災害調査費

漁港公共災害関連事業費

漁港災害関連調査費

1,495

597

21

14

497

174

6

23

88

5

5,442

100

30

132

129

844

30

事業名 事業の概要 予算額

第4表　北海道南西沖地震災害の水産業緊急対策の概要

資料　北海道南西沖地震災害復興対策委員会「水産業振興対策」

（単位　百万円）

組合員の共同利用に供する5トン未満漁船の建造，中古漁船の購
入に対する補助
共同利用小型漁船災害復旧対策事業の補助残に対する融資制度
農林漁業施設資金（公庫資金）に対する利子補給
被害漁業者に融通した天災資金について，市町村の利子補給及
び損失補償の補助
水産業共同利用施設の災害復旧と被害の著しかった漁協に対す
る補助率の上乗せ
緊急を要する共同利用施設の新設に対する補助
ウニ・アワビ等の浅海資源への影響を調査
未利用のウニを浅海域に移し，漁獲対象群として育成する事業へ
の補助
被害を受けた沿岸漁場整備開発施設の災害復旧
被害を受けた沿岸漁場整備開発施設の被害状況調査
被害を受けた漁港及び漁港海岸の災害復旧
被害を受けた漁港及び船揚場施設のうち，緊急性の高い施設の
整備
漁港海岸保全区域内に堆積した家屋や漁船等の残骸の処理
津波の来襲した地域で，早急に整備する必要のある箇所
被害を受けた漁港及び漁港海岸の災害申請に必要な現地調査等
被害箇所あるいは未被害箇所を含む一連の区間の再度被害を防
止する関連費
災害関連事業の申請に必要な現地調査等
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人を超え，地震，大津波の恐ろしさを世界

に認識させた。水産庁は，これまでの漁村

の被災事例を分析し，地震・津波による漁

村の災害に備え，06年に「災害に強い漁業

地域づくりガイドライン」を策定している。

漁村においては，地震・津波に対する危

機感は非常に強いものがあるが，地域での

防災対策はほとんど進んでこなかった。防

潮堤の整備や避難路，避難場所の確保，耐

震性・耐浪性の検証など安全対策の課題は

多い。東日本大震災を契機に，地域の置か

れている状況を根底から見直す必要があり，

全国の漁村地域で防災対策が焦点となる。

（3）　漁村集落の役割

漁村は，住民の結束力が強く，相互に助

け合って地域を維持してきた。安全・安心

な漁村づくりには，集落や協同組合が大き

な役割を果たすことになる。漁村において

は，消防や治安，救援や救助，民生支援な

ど住民の生活に不可欠な公共サービスを集

落が担っている場合が多い。例えば，沿岸

における海難救助員の９割は漁業者である。

水産基本法の制定に伴い「漁村の総合的

な振興」が大きな課題となり，特に状況が

厳しい離島を対象に，05年度に離島漁業再

生支援制度が創設された。離島漁業再生支

援制度は，集落の共同活動への支援策で，

集落協定を締結した漁業集落を対象として

おり
（注12）
，水産庁の防災漁村課が所管している。

離島漁業再生支援制度の対象地域は，現

在のところ離島振興法，沖縄，奄美群島，

小笠原諸島の各特別措置法に該当する地域

たな枠組みが極めて重要になる。
（注10） さらに，操業不能による漁業や水産加工業
の損失，水産関連の産業や組織のシステミック
リスクも懸念される。

（注11） 北海道企画振興部（1995）

（2）　漁村の防災対策

日本周辺には，多くの地震震源域が分布

し，大規模地震により被害が予想される地

域は，ほぼ全国の沿海域に及んでいる。

ａ　地震・津波に弱い漁村地域

漁村は，海岸線に山や崖が迫り，漁港を

中心に狭い地域に密集して集落が形成され

ている地域が多い。漁村においては，これ

までも地震・津波による被害が頻発してお

り，今後も被災する可能性は極めて高い。

これに対し，災害時に避難できる施設が

指定されている漁港背後集落は，30％にも

満たない。また，津波発生時に避難できる

施設や高台のない集落が70％に達する。さ

らに，集落が漁港を中心に孤立しており，

外部との交通手段も限られるほか，集落内

の道路も狭い。漁師まちの特徴として，前

浜の低地部に集居，密居家屋が集中してい

る。漁業集落における集居，密居家屋の割

合は90％を超えており，甚大な被害を受け

る危険性が高い。漁業集落は，全国に6,298

（08年）存在し，そのほとんどが，地震・

津波による震災の脅威にさらされている。

ｂ　災害に強い漁村づくり

04年にインドネシアのスマトラ島沖で発

生した地震では，死者・行方不明者が30万
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漁業は，行き過ぎた市場原理主義になじ

まないものであり，TPPやWTOの原理が

貫徹されると漁業・漁村の衰退は加速して

しまう。漁業の制度や政策は，その国にお

ける漁業の位置付けや国民生活との関わり

により異なるものである。

持続可能な漁業や安全・安心な漁村づく

りには，集落や漁業協同組合といった人々

の絆を基盤とする組織の役割が非常に重要

になる。漁業資源を保護する取組みは，

元々，沿岸漁業において漁業者の話合いで

行われてきたものである。漁村の安全・安

心を守る取組みも地域の助け合いが核とな

る。

これまで漁村は，たび重なる震災による

被害を受けてきた。この度の東日本大震災

では，多くの漁村が壊滅的被害を受けた。

漁業者が，再び生き甲斐をもって漁業がで

きる漁村を，一刻も早く取り戻さなければ

ならない。漁村の安全・安心は，人々の絆

を大切にする組織が，しっかりと支えてい

かなくてはならない使命である。
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に限られている。しかし，この仕組みは漁

村地域一般に適用すべき課題であり，安

全・安心な漁村づくりを支えるソフト事業

として，集落の共同活動を支援する施策の

抜本的な拡充が望まれる。

さらに，格差の是正や社会的弱者に対す

る政策が重視され，過疎対策や条件不利地

域対策の今日的役割が高まっている。高齢

者や零細な漁家が多数を占める漁村では，

地域全体の経済的地位の向上をはかり，漁

村の維持をはかっていかなければならな

い。漁業の現場においては，身体が動けな

くなるまで漁にでるという高齢者が多い。

高齢者は漁業の重要な「担い手」であり，

所得の確保や生き甲斐の増進を通じて，漁

村の活力につながる。高齢者や女性が，再

び生き甲斐をもって働ける漁村づくりが必

要である。漁村の安全・安心や再生を支え

るのは，人々の絆を大切にする組織であり，

集落や協同組合の役割が一層重要になる。
（注12）集落協定に基づく条件不利地域支援策とし
ては，農村における中山間地域等直接支払が代
表的で，2000年からスタートしており，制度と
して定着している。

おわりに

漁業・漁村の再生に向けて，持続可能な

漁業と安全・安心な漁村づくりが大きなテ

ーマとなる。持続可能な漁業の確立には，

水産資源管理や構造対策など総合的な対策

が前提となる。併せて現実的な問題とし

て，漁業者の経営所得安定対策や所得補償

等のセーフティーネットが不可欠である。
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